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令和３年度第1回愛知県後期高齢者医療制度に関する懇談会（令和３年10月書面開催）における意見及び回答 

 

 

懇談事項 懇談会委員からの意見 当広域連合の回答（考え方等） 

１ 愛知県後期高齢者医療広域連

合事業の概要について（資料１） 

  

（４ 医療費適正化事業に

ついて） 

１ 重複・頻回受診者への訪問指導は、改善件

数・医療費削減効果額も明確であり、継続す

ることが必要と考えます。 

１ 重複・頻回受診者への訪問指導については、引き続

き効果的な方法を検討しつつ実施してまいります。 

２ ジェネリック医薬品の普及啓発では、差額

通知を対象者に通知されているとのことで

すが、実際の変更になる効果額はどれくらい

出ていますか。 

効果額を見える化し、更なる実効性ある啓

発が重要と考えます。 

２ 効果については、令和２年度において、通知を送付

した対象者460,886 人のうち23.1％がジェネリック

医薬品に切り替え、その軽減効果額は10億2,746万

9,824円でした。 

効果額等については、当広域連合のホームページ

に掲載(別添参照)しており、引き続き啓発に努めて

まいります。 

３ ジェネリック医薬品が医療機関で自動的

に提供されてくるようになっているなかで、

ジェネリック医薬品ではない先発医薬品を

希望する選択も可能であることを同時に伝

えなくてもよろしいのでしょうか。 

３ 当広域連合におきましては、医療費の適正化や被保険

者の負担軽減の観点から、ジェネリック医薬品の普及啓

発の取組を行っておりますが、先発品、後発品のいずれ

を選択するかということは、患者さんが、医療機関や薬

局で説明を受けた上で判断するものであります。 

御指摘のとおり、当広域連合としては、患者さんの

希望により先発品を選択することが可能である旨に

ついての特段の周知等は行っておりませんが、その

旨は医療機関や薬局において周知・説明されている

ものと考えております。 
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懇談事項 懇談会委員からの意見 当広域連合の回答（考え方等） 

４ かかりつけの医師から、国から指定が来て

急にお薬を(安くなる薬に)変更してくださ

いと言われました。私はそのお薬が体に合っ

ているので変更することに体調が心配にな

ります。気持ち的にも不安になりました。や

はりお薬は変更したくありません。今まで通

り安心して飲めるお薬をお願いしたいと思

います。 

４ 先発品、後発品のいずれを選択するかということ

は、患者さんが、医療機関や薬局で説明を受けた上で

判断するものであります。後発品への切り替えを希

望しないのであれば、医療機関や薬局にその旨を申

し出いただき、御相談されるのがよろしいかと存じ

ます。 

 

５ ジェネリック医薬品は現在、メーカーの生

産体制が崩壊し、ジェネリック医薬品が品目

によっては入手できない状況になっており、

先発医薬品に戻す事態になっています。この

状況は暫く続くと予想されるので何らかの

対応が必要と思われます。 

５ 報道によりますと、昨年から今年にかけてジェネ

リック医薬品メーカーで発覚した不祥事の影響によ

り、一部のジェネリック品目が品薄になっていると

のことです。先発品・後発品にかかわらず、医薬品の

安定的な生産・供給は、国民全体の医療の確保におけ

る重要事項であり、国や業界において必要な対応が

なされるものと考えております。 

（５ 保健事業について） ６ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的

な実施について、資料５の７ページに事業イ

メージはあるものの、実施市町村の先進事例

について御教示いただけるとありがたいで

す。 

６ 実施市町村の事例につきましては、厚生労働省の

ホームページにおいて、令和元年度に蒲郡市が先行

実施した「データに基づく健康状態不明者の把握や

サロンへの医療専門職の関わり」が紹介されており

ます（別添参照）ので参考にしてください。 

２ 令和４・５年度保険料率の

改定について（資料２） 

７ 年金生活ですから保険料の負担が高くな

らないように希望いたします。 

７ 被保険者数や医療給付費を適切に見込んだ上で、

剰余金の活用などにより、保険料の上昇の抑制に努

めます。 
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懇談事項 懇談会委員からの意見 当広域連合の回答（考え方等） 

３ ２割負担の創設について

（資料３） 

８ 所得に応じての２割負担は賛成します。 ８ 制度の主旨に御理解・御賛同いただき、ありがとう

ございます。 

今後、制度の周知や円滑な２割負担施行に向けて

取り組んでまいります。 

４ マイナンバーカードの保

険証としての利用について

（オンライン資格確認）（資

料４） 

９ マイナンバーを保険証として利用する件

は、医療機関の対応が整っていない現時点で

愛知県の診療所でカードリーダーと接続が

完了しているのは 7.7％しか接続していませ

ん。 

マイナンバーカード保有率が４割を超え

ても保険証として利用する事前登録を完了

している割合は１割程度なので、有効利用に

は程遠い状況です。 

９ 県内の医療機関（病院・診療所・歯科診療所・薬局）

において、マイナンバーカードの保険証利用に必要とな

るカードリーダーの接続が完了している割合は、10 月

31日現在で9.2％ですが、カードリーダーの申し込みを

行った割合は 56.9％ですので、対応可能な医療機関は

今後増えていくものと考えております。 

一方、本県の後期高齢者医療被保険者のうち、マイナ

ンバーカードの保険証利用登録をしている方は、10 月

19日現在で被保険者の2％弱ですが、今後、マイナンバ

ーカードの保険証利用により、処方された薬や健康診査

の情報を閲覧することができる、高額療養費の限度額適

用認定証が不要になる、さらに、マイナポータルで医療

費の情報が確認でき、確定申告の医療費控除にも活用で

きるといったメリットが周知されることによって、登録

者数も増えていくものと考えております。 

10 マイナンバーカードの保険証利用を積極

的に促すことで、医療機関・薬局サイドから

も重複受診や重複投薬を防止することもで

きるようになると思われるので、これらを組

み合わせた推進を強化すべきと考えます。 

10 マイナンバーカードの保険証利用については、本

人が同意した場合は医療機関や薬局が患者の薬剤情

報や健康診査情報を閲覧することが可能となり、こ

れによって正確なデータに基づく診療、薬の処方が

受けられるようになることを周知していきたいと考

えております。 
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懇談事項 懇談会委員からの意見 当広域連合の回答（考え方等） 

４ マイナンバーカードの保

険証としての利用について

（オンライン資格確認）（資

料４） 

11 運転免許証がありませんからマイナンバ

ーカードを身分証明の代わりに提示したい

と思います。 

11 マイナンバーカードは身分証明書として活用でき

るほか、保険証利用を登録いただきますと、入院時の

限度額適用認定証の事前申請が不要になることや、

御自身の特定健診等の情報が閲覧できること、確定

申告時に必要な医療費通知情報の自動入力等が可能

になるなどメリットもございますので、有効に御活

用ください。 

５ 第２期保健事業計画（デー

タヘルス計画）の中間評価

（案）について（資料５） 

12 データヘルス計画の見直しの一環で、新た

に追加する重点事業として「高齢者の保健事

業と介護予防等の一体的な実施」が計画され

ていますが、この施策による具体的な効果は

どのような内容ですか。 

また、評価指標として「実施市町村数」が

設定されていますが、単なる数ではなく、実

施による効果目標を評価指標として設定す

る努力が必要と考えます。 

12 「高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実

施」では、ハイリスクアプローチとして低栄養・口腔

機能低下防止、糖尿病性腎症重症化予防等に取り組

み、ポピュレーションアプローチとして地域の健康

課題に応じた健康教育・健康相談等に取り組んでい

ます。これらの取組により、生活習慣病の重症化予防

やフレイル状態の悪化防止の推進が図られ、被保険

者の健康状態・QOLが維持される期間を延伸させるこ

とができるものと考えています。 

評価指標については、御指摘のとおり、アウトカム

（事業の成果）指標として、例えば「人工透析新規導

入者の割合」、「一人当たり医療費（生活習慣病）」、「フ

レイル状態の者の割合」等を設定することが望まし

いと考えております。一方で、本事業は令和２年度か

ら開始された事業であること、健康課題は市町村に

よって様々であることから、まずは実施市町村数の

増加を目標とし、効果を踏まえた評価指標について

は今後検討して参ります。 
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懇談事項 懇談会委員からの意見 当広域連合の回答（考え方等） 

６ 第４次広域計画の策定に

ついて（資料６） 

 （なし）  （なし） 

その他 13 滞納繰越分の収納率の状況について、具体

的な説明があると理解ができると思います。 

13 この御意見は、参考資料として送付しました「令和

３年度愛知県後期高齢者医療の概況」の32ページ（保

険料の収納状況）の記述に対するものとして承りま

した。今回の御意見を踏まえまして、次年度以降の事

業概況において、滞納繰越分の用語の説明と状況の

説明を記載することといたします。 

14 歯科医師会が主催されます8020（ハチマル

ニイマル）運動で私は今年４月に診察を受け

まして９月に表彰状と記念品をいただきま

した。歯を大事にすることは健康につながり

ます。この運動は本当に嬉しく、ありがたい

気持ちになりました。 

14 御受賞まことにおめでとうございます。また、8020

運動の取組を実施している愛知県歯科医師会には、

心から敬意を表します。 

当広域連合といたしましても、健康・長寿社会の実

現に向け、関係機関等と連携し、高齢者の健康の保

持・疾病予防にしっかりと取り組んでまいります。 

15 新型コロナウイルス感染症の対応につい

て、予約の申し込みの電話がつながらなくて

苦労いたしました。自分がインターネットが

できませんので娘に頼んでやっと予約がで

きましてホッとしました。 

名古屋空港ターミナルで娘に世話になっ

て車で乗せていってもらって２回打ちまし

た。 

早く日本のワクチン、お薬ができますこと

を心から願っております。 

15 御意見ありがとうございます。当広域連合といた

しましても、新型コロナウイルス感染症が一日も早

く終息することを願っております（広域連合の事務

事業に関する御意見ではありませんが、各委員に御

紹介させていただきました。）。 

 

 



keisuke_oyama

別添資料
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データに基づく健康状態不明者の把握や 
サロンへの医療専門職の関わり 

愛知県蒲郡市 

 

 

 

 

 

 

取組概要 

 戦略的な人事異動や統括保健師の配置による一体的実施に向けた体制整備 

 地域の通いの場への医療専門職の関わり 

 ＫＤＢシステムを活用した健康状態不明者の把握とアンケートを通じた対象者のフォロー 

取組の経緯 

 蒲郡市では、「健康がまごおり 21 第 2 次計画」の策定にあたり、平成 25 年度に、市の健康データを収集した

ところ、平成 23 年度の国民健康保険被保険者の特定健診の結果から、「メタボリックシンドローム該当率が

県内 1 位」「特定保健指導終了率が県内最下位」など健康課題につながるデータが明らかになった。また、「人

工透析者数（人口 1 万人比）が県内 4 位」や年々厚生医療費が増加している状況もあり、市民の健康状態が市

の財政面へ影響するという危機感をもった。このような市民の健康に関するデータの分析を市長や幹部に示し、

健康づくりの重要性について理解を求めてきた。その結果、平成 25 年度から健康づくりが市の重点施策に位

置付けられ、全庁的に健康づくりを進めてきた。 

 国保特定健診の結果、HbA1c が高い者の割合が高く、人工透析者の人数も多いといった状況もあり、平成 28

年度から国保担当部署である保険年金課と衛生担当部署である健康推進課が連携して糖尿病性腎症重症化予

防事業を展開している。 

 

  
【蒲郡市の概要】                   
人口：80,430人（高齢化率：29.1%）（平成 31年 4月 1日現在） 

後期高齢者被保険者数：12,638人（平成 31年 4月 1日現在） 

後期高齢者 1人あたり医療費：927,439円／年（平成 30年度） 

後期高齢者健診受診率：27.8%（平成 30年度） 

＜蒲郡市の高齢化率＞ 

 

（資料）蒲郡市より提供。 

keisuke_oyama

別添資料(厚生労働省ＨＰより抜粋)
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庁内の体制 

 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施に関連する主な部局は、健康推進課、保険年金課、長寿課で、同

じ市民福祉部に組織される。 

 保険年金課と長寿課は市役所本庁舎内、健康推進課は建物の離れた保健センター内にあるが、連携体制をとっ

ている。 

 保健師は健康推進課と長寿課に配置されており、保険年金課の保健師は健康推進課を兼務している。健康推進

課長でもある統括保健師が組織横断的な連携や一体的実施に関する事業の企画に関わっている。 

 管理栄養士は健康推進課と保険年金課に配置されているが、保険年金課の管理栄養士は健康推進課にも席をも

ち、国保の保健指導等の業務を健康推進課と連携して実施している。 

 

KDB システムの活用 

 KDB システムを活用したデータ分析は、健康推進課及び保険年金課の保健師、管理栄養士が行っている。 

 蒲郡市では広域連合・国保連合会との契約により、健康推進課において医療・介護データの閲覧が可能であり、

市が実施する 75 歳以上の後期高齢者の健診データを閲覧することも可能である。また、健康推進課の高齢者

保健担当保健師は東三河広域連合 介護保険課 蒲郡窓口担当を兼務しているため、広域連合が保有する医療

データも閲覧可能である。そのため、国保被保険者及び 75 歳以上の後期高齢者医療制度の被保険者の医療・

介護・健診データの一体的な分析が可能となっている。KDB システムから帳票 CSV を作成し、集計すること

によって、健診の受診状況と医療の受療状況、さらには要介護認定の有無についても確認を行い、市内の後期

高齢者の全体像を把握するよう努めている。 

 KDB システム以外に、市の健康管理システム「健康カルテ」があり、世帯情報の確認も可能である。 

 一体的実施の地域の健康課題の分析にあたり、「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第 2 版」に基

づき、KDB システムを活用して、特定健診受診の有無と医療レセプトの有無を確認して健康状態不明者の把

握を実施した。その結果、【健診なし×医療レセプトなし】は 4.8%を占め、さらに、介護データも突合して分

析したところ、【健診なし×医療レセプトあり】の人のうち約４割が要介護認定を受けていることも確認でき

た。 

 

 

（資料）蒲郡市提供資料より作成。 

＜蒲郡市の組織図＞ 

 

市民福祉部次長 
兼健康推進課長 
兼統括保健師 

健康推進課 
保健師   17 名 
管理栄養士  2 名 
非常勤歯科衛生士 1 名 

保険年金課 
兼務保健師  1 名 
非常勤管理栄養士 1 名 

長寿課 
保健師  1 名 

健康づくり係 
検診予防係 
保健指導係 
高齢者保健係 
母子保健係 
子育て包括支援センター 

保健指導係 

地域包括ケア推進室 
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向けた体制整備 

医療専門職の配置 

 蒲郡市では、一体的実施と国保からの一貫した重症化予防の取組を踏まえ、平成 31 年 4 月に、これまで長寿

課で地域支援事業で一般介護予防事業を担当していた保健師１人を健康推進課に異動とした。この体制整備に

より高齢者に対する保健事業と介護予防の一体的な実施に取り組みやすくなった。 

 令和元年度から実施している高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施は、健康推進課の保健師１名、管理栄

養士１名（いずれも正職員）が担当し、地区の担当保健師も関わっている。また、健康状態不明者の家庭訪問

については、健康推進課の常勤保健師に加えて臨時職員の保健師２名と一緒に行い、一人ひとりの健康状態の

把握を行い、支援が必要な人については、内部で対応方法を検討をした。 

  

＜ＫＤＢシステム帳票「後期高齢者の健診状況」＞ 

 

（資料）蒲郡市より提供。 

＜KDBシステムからの保健事業対象者抽出・健診・医療・介護レセプトから見た状況＞ 

（資料）蒲郡市提供資料より作成。 
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統括保健師を中心とした部署横断的な連携の推進 

 健康推進課の課長は統括保健師を担っており、組織横断的な連携や一体的実施に関する事業の組立を担ってい

る。また、介護担当部署である長寿課や保険年金課の業務経験を活かしながら、事業を推進している。 

 

医師会をはじめとした関係者との事前調整 

 令和元年度に、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を始めるにあたり、蒲郡市医師会長と保健事業担当

理事に事業概要について説明をするとともに、協力のお願いをした。 

 具体的には、通いの場において行う健康教育や健康相談、健康状態不明者への家庭訪問などの際、医療受診の

必要があると思われる者がいた場合は、受診勧奨を行うこと、またかかりつけ医がいる場合については、連絡

票を用いて情報連携を行うことを説明した。蒲郡市では、これまで糖尿病性腎症重症化予防事業や CKD 対策

において、保健指導連絡票を活用した医師会との連携が定着していたという基盤があったため、本事業におい

ての理解は得られやすかった。 

 通いの場の決定にあたり、令和元年 5 月に、「蒲郡市地域包括支援センター長会議」に出席し、一体化実施に

ついての事前の説明、一体的実施を行う通いの場の選定を行った。通いの場のリーダーへの取り次ぎ等の協力

を求め、その後随時取組の進捗報告を行い連携を図った。 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向けた事業の具体的概要 

 高齢者の医療・介護・保健のデータを一体的に分析し、蒲郡市の高齢者の健康状況と健康課題を明確化し、高

齢者の健康の保持増進と健康寿命の延伸を目的に以下の①～③の支援を実施した。 

① KDB データの分析から地域全体の健康課題を把握する。また健康状態不明者を把握し、必要なサービ

スに接続する。 

② 専門職による介護予防教室などの通いの場での保健事業を一体化し、健康教育、健康相談、受診勧奨や

保健指導等を実施する。 

③ 地域全体で推進するための人材育成、連携づくりに努める。 

 これらを実現するための具体的な事業内容は以下の通りとなる。 

１ KDB システムを活用・分析し健康課題の抽出及び健康状態不明者への個別支援の介入 

２ 通いの場を活用した健康教育・個別相談 

３ 地域連携 

 

通いの場を活用した健康教育・相談 

 一体的な実施に向けた事業として、蒲郡市では、通いの場に保健師・管理栄養士・歯科衛生士等が出向きフレ

イル予防を中心とした内容で、令和元年 10 月～令和 2 年 3 月の期間中各 5 回（1 回あたり 1 時間 30 分）健康

教育と個別健康相談を行った。 

１回目（10 月）：事業説明・問診、個別健康相談（全員） 

２回目（10～11 月）：健康教育（栄養）、個別健康相談（個別相談対象者） 

３回目（10～11 月）：健康教育（運動）、個別健康相談（個別相談対象者） 

４回目（12 月）：健康教育（口腔）、個別健康相談（個別相談対象者） 

５回目（3 月）：アンケート・質問票、個別健康相談（全員） 
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 長寿課および市内 5 か所の地域包括支援センターが把握している通いの場は 120 か所ほどあるが、まずは協力

が得られやすいところから始めた。まず、地域包括支援センター長会議で関与場所の選定を話したが、初めて

の取組であるために実施場所がなかなか決まらず、最終的に担当する保健師が関わったことがある 4 か所に決

定した。それぞれの通いの場のリーダーに事業趣旨の説明を行い、協力を求めたところ、計 80 名の参加者の

協力が得られることとなった。 

 各サロンでの実施内容は共通とし、比較分析を実施することとしている。評価は、初回と最終回に参加者全員

に行う後期高齢者の質問票と栄養に関するアンケート調査の回答結果、次年度の健診結果や医療レセプトの分

析により実施する。 

 

 

 

参加者の状態把握 

 通いの場の参加者の状態把握のために、名簿を作成し、健診結果（最新の受診年度と各種検査値、服薬の有無

等）、世帯情報（独居、同居あり等）を確認し、関わる保健師、管理栄養士でカンファレンスを実施した。 

 通いの場に参加している者は健康への意識が高く、健康状態に問題がない人達だと予測していたが、質問票の

回答内容や健診結果、レセプトデータなどを確認すると、健診未受診者や 1 年以上歯科受診をしていない者、

質問票からも急激に体重が減少したり、硬いものが食べにくくなったという者もいた。フォローが必要と思わ

れる参加者には、個別相談対象者とし、毎回個別相談で指導を行うなどの対応をしている。 

 

他サービスへの接続 

 参加者名簿に登録されているにも関わらず一度も通いの場への参加がない人については、入院や施設入所等が

ないかなど、KDB システムにて確認した。それでも状況が確認できない場合は地域包括支援センターで把握

しているかを確認し、把握している場合は状況確認をしてもらうようにしている。 

（資料）蒲郡市より提供。 

＜通いの場の様子＞ 
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 通いの場での関わりを通じて医療受診の必要があると判断される場合には、医療機関に連携することを考えて

いるが、現在のところそのような参加者はいない。 

 

 

健康状態不明者へのアプローチ 

 地域の健康課題の把握のために KDB システムを活用することで、健康状態不明者が一定数存在することが明

らかとなった。 

 そこで、健診・医療の受診状況を踏まえ、健診受診の有無及びレセプトの有無によって、それぞれ以下の対応

をすることとした。対応方針は、優先度を考慮し、【健診なし×レセプトなし】の健康状態不明者への状況把

握とアプローチに重点を置くこととした。要支援以上の要介護認定を受けている人は対象外とし、個人ごとに

健康カルテで世帯情報や生存情報も確認したうえで、最終的に約 190 人にアプローチすることとした。 

 

 

 健康状態不明者約 190 人に対しては、まずはアンケート調査（郵送）を実施した。「元気に人生を送るための

アンケート調査」と前向きなイメージで関心を引くようなタイトルとし、内容は「気になる自覚症状の有無」

「病気の経験・治療中の病気」「かかりつけ医の有無」「自分の健康に関する相談をしたいか」といった設問

に加え、後期高齢者の質問票をつけている。 

 アンケート調査の返信の方法は、郵送での提出のほか、健康相談会場や保健センターへの持参・提出も受け付

けることとし、持参の場合は健康相談を行いながら、書面もしくは対面で健康状態を把握できるようにした。 

 その結果、約 190 人中 53 人から回答があり、健康状態等について確認した。 

 アンケート未回答者には、訪問健康相談、アンケート回答者のうち「自分の健康に関して相談することについ

て『相談したい』と回答した者」には、電話相談を実施する。 

＜4 つの区分に応じた取組内容＞ 

 

（資料）蒲郡市より提供。 
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取組の成果 

データに基づく関わり 

 これまで通いの場に保健師等が出向くことはあったが、健診やレセプトデータについての確認はしておらず、

健康相談も単発での相談で終了することが多かったが、今回の一体的実施における通いの場の関与については、

事前に参加者の状態を把握した上で関わることができるため、これまでと大きな違いがある。 

 保健師、管理栄養士等が関わることにより、健診未受診者への受診勧奨、健診結果の説明、生活習慣の改善を

個別で実施することができ、参加者の健康づくりの推進につながるとともに、必要な人を医療機関や地域包括

支援センター等につなぐことができるようになった。 

 

健康状態不明者への健診受診勧奨 

 健康状態不明者に対してアンケート調査を実施し、状況把握に努め、健康相談会場で調査票の提出を受け付け

たところ、8 会場で計 7 人から回答を得ることができた。この 7 人については健康相談会場で健康相談を実施

し、健診受診票を再発行したところ、早速健診受診につながった事例もあった。 

 

 

 

 

 

＜蒲郡市 元気に人生を送るためのアンケート＞ 

 

（資料）蒲郡市より提供。 
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取組の課題・今後の展望 

通いの場の開拓と地域における継続的な取組への移行支援 

 現在実施している 4 か所の通いの場への関与は今年度で終了するが、関与した 4 か所の通いの場のフォロー体

制として一定期間継続的に関与する場合は、関与する回数や内容を今後検討する必要があると考えている。市

内には120か所の通いの場があることからも、取組を広げるためには、自主運営の状況に配慮しながら保健師、

管理栄養士等が介入し、新たな通いの場への支援を開拓していくことを検討している。 

 今後、事業の実施結果や評価結果を取りまとめ、医師会や地域包括支援センターに報告する予定である。これ

らの情報を活用しながら事業の改善や関係者とのさらなる連携、通いの場の開拓を進めていきたいと考えてい

る。 

 

糖尿病性腎症重症化予防事業による後期高齢者への効果 

 蒲郡市では国保事業において糖尿病性腎症重症化予防事業の取組を進めているが、後期高齢者の健診結果デー

タをみると、国保保健事業において重症化予防事業に参加した者は、後期高齢者医療の対象になってからも重

症化せずに状態が維持できている者が一定数おり、国保から 75 歳以降における継続的な支援の効果を実感し

ている。 

 現在、蒲郡市で実施している糖尿病性腎症重症化予防事業は国民健康保険の被保険者である 74 歳までを対象

としており、希望者のみ継続的な支援を実施しているが、今後は国保で重症化予防事業において保健指導を受

けていた人については 75 歳以上になっても継続して対応していきたい。 

 

健康状態不明者への支援 

 今回、健康状態不明者に対してのアプローチを実施し、今まで把握していない対象者に対して介入を実施する

ことができた。健康状態不明者の中には継続支援が必要となり、他の機関へつなげる必要があるケースが 3 割

弱いる状態であり、なかには治療中断者もいる。治療中断者は重症化のリスクが高いため、医師と連携をとれ

る体制をつくり、支援していきたい。 

 

 


